
建設業の時間外労働の上限規制 支援策について

建設業の人材確保対策
＊

・建設事業主等に対する助成金
（人材確保等支援助成金、人材開発支援助成金）

・建設分野における就職支援の推進
・建設労働者育成支援事業（労働者への訓練など）

建設業の労働時間短縮★ ＊
、賃上げ対策

＊

・週休２日の実施に伴う必要経費計上

・働き方改革推進支援助成金、業務改善助成金

働き方改革推進支援センターにおける

相談、コンサルタントによる支援
＊

 業務の特性や取引慣行
発注者から工期を厳格に守ることを求められ、対応せざるを得ない。

 人材確保
建設業就業者数は減少傾向。一方、年齢層は、55歳以上が３割以上に対し、29歳

以下は１割と高齢化が進行しており、人手不足が深刻。

 労働時間・賃金
労働時間が全産業平均に比べて約２割長い。建設工事全体では、技術者の約４割が

４週４休以下で就業しており、週休２日が確保できていない。
建設業の男性生産労働者の賃金は、全産業の男性生産労働者に比して低い。

 2024年４月以降、建設業では、災害時における復旧及び復興の事業を除き、労働時間の上限規制が原則通りに適用される。

 災害時における復旧及び復興の事業には、時間外・休日労働の合計について、

月100時間未満、２～６か月平均80時間以内とする規制は適用されない。

関係者の理解促進
＊

・国民や発注者向け大規模広報

（Ｒ５年度～実施予定）

・各都道府県において、建設業団体、

経営者・発注者団体、国交省地方整

備局、都道府県、都道府県労働局が

から構成される建設業関係労働時間

削減推進協議会を開催

・業界団体等と連携し、講演会等での

講演の実施

＊：厚生労働省の施策
★：関係省庁連携施策

建設業の労働時間の上限規制

建設業を取り巻く状況・課題

発注者への働きかけ★

○工期の適正化(建設業法･入契法)
・「工期に関する基準」を策定し、周知
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）

・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施
工時期の平準化のための措置を講ずることを
努力義務化

○ 現場の処遇改善(建設業法･入契法)
・社会保険の加入を許可要件化

○発注者の責務を規定（品確法）

・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）

・施工時期の平準化

行政による対応、支援策

1※入契法＝公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律、品確法＝公共工事の品質確保の促進に関する法律

資料４



２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

１ 事業の目的

中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業（建設業に特化した相談窓口を設置）

中小企業・小規模事業者等が働き方改革の意義を十分に理解し着実に実施することが必要であるため、 47都道府県の都道府県センター及び全国セン

ターから成る「働き方改革推進支援センター」を設置し、

○ 労務管理等の専門家による、働き方改革全般に関する窓口相談や、企業訪問やオンラインによるコンサルティングの実施

○ 企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関するセミナーの実施

○ 働き方改革全般に係る先進的な取組事例の収集や周知啓発及び総合的な情報発信

などの支援を行う。

・来所、電話・メールによる働き方改
革全般の相談を受付 都道府県センター

商工団体・市区町村等

・働き方改革全般に関するセミナーの実施

中小企業等

・専門家研修の実施
（働き方改革関連法、職務分析・職務評
価、建設業等専門業種の労務管理等）
・建設業等専門業種へのコンサルティ
ングの助言

全国センター

・先進的な取組事例の収集、働き方改革特設サイトの運営等
の周知啓発・総合的な情報発信

・中小企業等の求めに応じ、訪問・オンラ
インコンサルティングを実施
・働き方改革全般に関するセミナーの実施

建設業等専門業種に特化
した相談窓口で相談を受付

実施主体：国から民間業者へ委託
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【成果目標と助成上限額※１ 】
以下の何れかを１つ以上実施し、達成した成果目標に応じて以下の助成上限額となる。
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
月80時間超の36協定を月60時間以下に協定：250万円※２

②所定休日の増加
４週４休から４週８休まで、所定休日が１日増加するごとに25万円(最大100万円）

※１ 上記に加え、賃金を３％以上引き上げた場合、その労働者数に応じて助成金の上限額を更に15万円～最大150万円加算（５％以上の場合は、24万円～最大240万円加算）。

※２ 36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減幅によって以下の助成上限額となること。

月80時間超の36協定を月60時間超から80時間以下に協定：150万円／月60時間超から80時間以下の36協定を月60時間以下に協定：200万円

【助成対象となる取組】
就業規則等の作成・変更費用、労務管理担当者等への研修費用、外部専門家によるコンサルティング費用、労務管理用機器等
の導入・更新費用、労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新費用、人材確保等のための費用等の労働時間短縮や生
産性向上に向けた取組に必要な経費

２ 事業の概要

１ 事業の目的

働き方改革推進支援助成金

計画に基づき労働時間の削減等に向けた取組を実施。 変更した36協定を届出することで成果目標を達成。

都道府県労働局に支給申請 → 助成上限額の範囲内で、取組にかかった費用の３/４を助成。

※都道府県労働局長の交付決定

36協定の時間外・休日労働時間数の削減等の成果目標を達成するため、労働能率増進に資する設備・機器等の導入等による
の労働時間の削減等に向けた取組を計画し、都道府県労働局に交付申請。

①環境整備のための取組の計画

②取組の実施、成果目標の達成

③助成金の支給

生産性向上に向けた設備投資などの取組に係る費用を助成し、労働時間の削減や所定休日の増加等に向けた環境整備に取り組
む中小企業事業主を支援する。

（R５年度新設予定の適用猶予業種等対応コースを建設業が利用する場合）

令和５年度予算案（令和４年度当初予算額）：68億円（66億円）

【支給までの流れ】
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働き方改革推進支援センターのサポートによる取組事例①（完全週休２日制の導入）
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働き方改革推進支援センターのサポートによる取組事例②（勤怠データの見える化）
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働き方改革推進支援助成金活用事例
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働き方改革推進支援助成金活用事例
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